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育成就労制度の関係省令等による制度見直しの全体像
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育成就労に向けた準備のポイント と 費用負担
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育成就労（監理型） 準備のポイント　費用負担

制度の目的 人手不足分野における人材の育成・確保 特定技能への移行を目指した技能等の修得指導

日本語能力の向上
日本語能力A１、A２相当以上の試験合格

又は 相当講習の受講

日本語講習の提供、試験合格に向けた支援（講習環境の整備、受

講、受験などに関する費用を負担）

※講習時間によっては、超過勤務が発生する場合あり

業務内容

育成就労産業分野における業務区分内において、必須業務1/3以

上、安全衛生業務1/10以上、その他日本人等が通常付随的に従事

する業務に従事可

従事させる業務内容の見直し

分野別協議会等への加入

入国後講習の時間 日本語能力試験の合格の有無による講習時間の相違
日本語能力試験の合格の有無により、入国後講習時間が異なること

で、育成就労開始時期が相違。

育成就労責任者・育成就労指導員・生活相談員

の選任、及び、養成講習の受講
育成就労指導員・生活相談員の講習受講の義務化

育成就労実施者の要件 　受入要件
過去1年以内に育成就労外国人に従事させる業務と同種の業務に従

事する労働者を非自発的理由により、離職させていないこと

業務の運営の基準
労働・社会保険・租税に関する法令順守

地方公共団体への協力・・・　など

受入れ人数枠
常勤職員の総数に応じた人数枠

（育成就労外国人全体）
受入れ計画の検討・見直し

転籍・転職 要件を満たせば、同一業務区分内で本人の意向による転籍が可能
離職対策の強化（定着のための工夫）

転職時の初期費用の補填

送出機関の適正化

（送出し費用）
外国人が送出機関に支払う費用の上限設定

上限（月給の２か月分）を超える費用を負担

※月給は、1年目の所定内賃金月額（残業代等は含まない）



日本語能力の向上／業務内容
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（参考）特定産業分野・育成就労産業分野 及び 業務区分一覧
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入国後講習の時間
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育成就労実施者の要件
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受入れ人数枠
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転籍・転職
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送出機関の適正化（送出し費用）
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